平成　　年度　
指定共同生活援助事業所実地指導事前調書
	
	 事　業　所　名
	
	


　添付書類
　　事前調書には、次の資料を添付して提出してください。
　　　①　運営規程
　　　②　重要事項説明書　
      ③　契約書様式
      ④　領収書の写し（利用者に交付した領収書の控えを任意に１枚選定し、コピーしたもの。）
⑤　事業所の平面図及びパンフレット
　　　⑥　就業規則　
      ⑦　自己点検表
 １　開設者・事業所の概要
   　　　　                                                                　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日現在
	
	開
設
者
の
概
要
	法人等の名称
	

	
	
	法人等の種別
	

	
	
	主たる事務所の
所在地
	 〒      －

	
	
	代表者名
	

	
	
	代表者の住所
	

	
	事
業
所
の
概
要
	名称
	

	
	
	所在地
	

	
	
	指定年月日
	

	
	
	利用定員数
	

	
	
	管理者の氏名
	

	
	
	サービス管理責任者の氏名
	

	
	
	連携施設名
	

	
	
	協力医療機関
	

	
	
	協力歯科医療機関
	

	
	
	他に実施している指
定障害福祉サービス
	


※　「法人等の種別」には、社会福祉法人、株式会社などと記載してください。
　　　
 ２　共同生活住居の状況
	
	 共
 同
 生
 活
 住
 居
 ①
	 名　称（フリガナ）
	                                        （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	 所　　在　　地
	
	

	
	
	 住　居　区　分
	
	

	
	
	 建物の所有の状況
	  ア 　自己所有　　　　　　　　　イ　賃貸借
	

	
	
	 住居の利用定員数
	                      人
	

	
	
	 居　　室　　数
	                      室　（うち個室　　　　　室）
	

	
	
	 入居者１人当たりの居室の最小床面積
	                      ㎡
	

	
	
	 主たる対象者
	
	

	
	
	 サービス別利用人数
	  　　　　　　　　　　人
	


	
	 共
 同
 生
 活
 住
 居
 ②
	 名　称（フリガナ）
	                                        （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	 所　　在　　地
	
	

	
	
	 住　居　区　分
	
	

	
	
	 建物の所有の状況
	  ア 　自己所有　　　　　　　　　イ　賃貸借
	

	
	
	 住居の利用定員数
	                      人
	

	
	
	 居　　室　　数
	                      室　（うち個室　　　　　室）
	

	
	
	 入居者１人当たりの居室の最小床面積
	                      ㎡
	

	
	
	 主たる対象者
	
	

	
	
	 サービス別利用人数
	  　　　　　　　　　　人
	


	
	 共
 同
 生
 活
 住
 居
 ③
	 名　称（フリガナ）
	                                        （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	 所　　在　　地
	
	

	
	
	 住　居　区　分
	
	

	
	
	 建物の所有の状況
	  ア 　自己所有　　　　　　　　　イ　賃貸借
	

	
	
	 住居の利用定員数
	                      人
	

	
	
	 居　　室　　数
	                      室　（うち個室　　　　　室）
	

	
	
	 入居者１人当たりの居室の最小床面積
	                      ㎡
	

	
	
	 主たる対象者
	
	

	
	
	 サービス別利用人数
	 　　　　　　　　　　 人
	


　　　　※１  共同生活住居の状況については、本調書の代わりに既存の資料（事業所指定申請書の付表７その２）を提出しても構いません。
　　　　　　（現在の状況が既存の資料と異なる部分は朱書きで訂正してください。）
  　　　※２　「主たる対象者」は、定めている事業所に限り、「身体障害者」、「知的障害者」又は「精神障害者」と記載してください。
※３　共同生活住居が４か所以上ある場合は、本調書を複写し使用してください。
３　利用者の状況
	
	
	 判定なし
	 非該当
	 区分１
	 区分２
	 区分３
	 区分４
	 区分５
	 区分６
	 合　　計
	

	
	 前
 年
 度
	 ４
	
	 人
	 人
	 人
	 人
	 人
	 人
	 人
	 人
	

	
	
	 ５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ９
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	 １２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 現
 年
 度
	 ４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 ７
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	 １
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      ※　各月初日現在の該当する障害程度区分別の人数を記載してください。
 ４　従業者の状況　
  (1) 従業者の勤務状況等（直近月：平成　　年　　月分）    
                                                                                     　　    　　　　　　
	
	職　　種
	氏　　名
	年齢
	資　　格
	常勤・
非常勤の
別
	専従・
兼務の
別
	兼務先事業所・
施設名及びその
職種
	住み込み・
 通いの別
	備　　　考
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 ※１　当該事業所に従事する全従業者について、管理者、サービス管理責任者、世話人の順に記載してください。
　 ２　「資格」には、介護福祉士、ヘルパー１級、看護師、准看護師、無資格等と記載してください。
   ３　「常勤・非常勤の別」は、他事業所・施設と兼務している場合は兼務先事業所等における勤務時間も含めた状況を記載してください。
　　　　４　「専従・兼任の別」は、当該事業所にのみ従事する場合は「専従」、当該事業所のほか他事業所・施設（又は当該事業所が実施する他の障害福　　　　　　　　祉サービス）に従事する場合は「兼務」としてください。
５　足りない場合は、複写して記載してください。
  (2) 従業者の勤務実績（直近月：平成　　年　　月分）    
	職　種
	氏　　名
	 1
	 2
	 3
	 4
	 5
	 6
	 7
	 8
	 9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	合計勤務
時間数
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１週間に当該事業所における常勤職員が勤務すべき時間（①）
	                                               時　間
	

	　　 世話人の常勤換算数
	 （世話人の合計勤務時間数　　　　　時間）÷４（４週間／１週間）÷（常勤職員勤務時間数（①））
　 ＝　　　．　　人
	


　※１　当該事業所に従事する全従業者について、管理者、サービス管理責任者、世話人の順に記載してください。(当該月の勤務実績表等既存資料の活用可)
　　　　また、一従業者が複数の職種を兼務する場合は、各々の職種ごとに記載してください。（同一人が複数の職種を兼務する場合はそれぞれに計上） 
　　２　当該月の１日から２８日までの４週間について、１日の勤務時間数を記載してください。　　　　
    ３　「世話人の合計勤務時間数」は、本表の各世話人の「合計勤務時間数」の合計を記載してください。
　      また、管理者（サービス管理責任者を兼務している場合を除く。）がサービス提供を行った場合は、サービス提供を行った時間数も含めてください。
    ４　足りない場合は、複写して記載してください。 
５　訓練等給付費の請求状況（直近の１年）
  (1) 加算の適用
	
	
	


　   
  (2) 減算請求
	
	 減算の有無
	 減　算　理　由
	 該当する減算理由
	

	
	 有　・　無
	 ①　世話人又はサービス管理責任者の員数が基準に満た
   ない
	
	

	
	
	 ②　共同生活援助計画が未作成
	
	

	
	
	 ③　大規模住居（定員８人以上　→　90／100請求）
 　　　　　　　（定員２１人以上→　87／100請求）
	
	


      ※　減算が有る場合は、「該当する減算理由」に○を記してください。
 ６　苦情処理、事故発生時の対応等（直近の２年）
   (1)　苦情処理の状況
	
	苦情受付年月
	苦　情　件　数
	苦　　　　情　　　　の　　　　主　　　　な　　　　内　　　容
	

	
	 　 　 年　　月
	   　　        件
	
	

	
	  　　 年　　月
	      　　     件
	
	

	
	   　　年　　月
	      　　     件
	
	


 　(2)  緊急時・事故発生時の対応状況
	
	事故発生年月日
	事故等の内容
	事　故　発　生　等　に　対　す　る　具　体　的　対　応
	

	
	  　　　年　　月    日
	
	
	

	
	  　　　年    月　　日
	
	
	

	
	  　　　年　　月　　日
	
	
	


７　預り金の状況

（１）預り金の状況

	預り金管理規程
	　　有　・　無

	出納責任者職・氏名
	職　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

	利用者所持金管理
	自己管理　　　　　　　人　（自己管理者の保管方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
施設管理　　　　　　　人　（現金保管　　　　　　人　　　　通帳保管　　　　　　人）

	預り金額
	　　総　額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　最高額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　最低額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	保管依頼書（又は契約書）

・預り証
	　　保管依頼書（又は契約書）　→　有　・　無

　　預り証　　　　　　　　　　→　有　・　無

	複数の職員による立ち合い

（現金の預かり及び引き渡し）
	　　有　・　無　　　有の場合　→　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	施設長の自主点検
	　　有　・　無　　　有の場合　→　年　　　回　　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　

預り金の本人・家族への報告
	　　本　人：　　有　・　無　　有の場合　→　年　　　回　　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	　　家　族：　　有　・　無　　有の場合　→　年　　　回　　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　預り金の手数料等徴収
	　　有　（金額　　　　　　　円）　・　無
	〔手数料の積算根拠〕



	　各種台帳、領収書等の整備


	①　入金（出金）伺
	　　　有　・　無

	
	②　預り金台帳
	　　　有　・　無

	
	③　個人別残高一覧表
	　　　有　・　無

	
	④　（預り金）小口現金出納帳
	　　　有　・　無

	
	⑤　領収書等の挙証資料
	　　　有　・　無


（２）保管の状況

	
	　　保管責任者職・氏名
	　　　保管場所
	　　　　保管庫鍵管理者

	　現　　　金
	職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　
	
	職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

	　通　　　帳
	職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　
	
	職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

	　印　　　鑑
	職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　
	
	職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　


８　特定日常生活費
	入居者（利用者）から
　徴収している品目
	金額

	額の積算根拠


	
	
	


 ※給付費対象外として利用者から徴収しているものについて記載すること。また、実費以外に額を設定している場合はその積算根拠も添付する等して示すこと。
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